
　　労働者支払賃金報告書（指定管理者用） （様式８）

提出日　　　　年

　　　　月　　日 E-mail

うち割増
賃金対象
労働時間

うち割増
賃金対象
労働時間

うち本業
務の基準
外手当額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ Ｖ

商号又は名称
代表者氏名

賃金計算期間の
基準外手当額

作成者氏名

電話番号

賃金等の内訳

１か月当
たりの臨
時の給与

労 働 者 氏 名
記
号

賃金計算
期間に本
業務に従
事した実
労働日数

就業規則
等に基づ
く年間所
定労働日
数

上記支払日
の計算期間

従事職種

(　　　)次下請

　　　　年　　月　　日から

給与
形態

業務名

労働日数

賃金計算
期間の実
労働日数

従事
状況

　　　　年　　月　　日支払(　　)回目 賃金支払日
元請又は下請

の別

場所

※次ページ以降の「記入に関する注意事項等および記入例」をご覧ください。

就業規則
等に基づ
く１日の
所定労働
時間

市が定
める賃
金等の
最低額

賃金計算期間に本
業務に従事した実
労働時間

元　請

就業規則
等に基づ
く年間所
定労働時
間

　　　　年　　月　　日まで
所在地又は住所

労働時間

賃金計算
期間の基
本給額

協定等期間

賃金計算期間の実
労働時間

賃金計算
期間に毎
月きまっ
て支給さ
れる基準
内手当額

　　　　年　　月　　日から

　　　　年　　月　　日まで

FAX番号

支払実績
賃金単価
※小数点
以下切捨

て

本業務に
従事した
ときにの
み支給さ
れる基準
内手当額

㊞



　　労働者支払賃金報告書（指定管理者用） （様式８）

※記入に関する注意事項等

Ａ　適用労働者の氏名を記入してください。氏名を記入するときには、労働者本人の承諾を得るようにしてください。

Ｂ　適用労働者の氏名を記入することができないときは、「Ａ」、「Ｂ」などの記号を記入してください。

　   　記号を使用する場合は、名前の代わりとなりますので、一人の適用労働者に一度使用した記号は、契約期間を通じて同じ記号を使用してください。

　　　また、賃金台帳の写、給与等の支払明細書の写の余白に記号を記入し、氏名の明示がなくても各資料の突合ができるようにしてください。

Ｃ　適用労働者の従事状況について「当初」、「変更」又は「追加」のいずれかを下記の内容に合わせて該当するものを記入してください。 　　　 　　　 　　

　　・「当初」…業務履行の当初から当該業務に従事している者　　　　　　　・「変更」…業務履行の途中で従事している者に代わって従事した者

　　・「追加」…業務履行の途中で新たに追加して従事することになった者　　

Ｄ　適用労働者が従事している職種を記入してください。

Ｅ　Ｄに記入した職種に該当する市が定める賃金等の最低額を記入してください。

Ｆ　「月給」、「日給」、「時給」のいずれかを記入してください。「日給月給」については、「日給」と記入してください。

Ｇ　就業規則、雇用契約書、労働条件通知書、本業務仕様書、現場の勤務シフト等に基づく年間の所定労働日数を記入してください。

Ｈ　本報告における賃金計算期間で実際に従事した労働日数を記入してください。

Ｉ　本報告における賃金計算期間で本業務に従事した労働日数を記入してください。短時間でも業務場所に来て作業を行った場合には、１日と数えてください。

Ｊ　就業規則、雇用契約書、労働条件通知書、本業務仕様書、現場の勤務シフト等に基づく年間の所定労働時間を記入してください。

Ｋ　就業規則、雇用契約書、労働条件通知書、本業務仕様書、現場の勤務シフト等に基づく１日当たりの所定労働時間（休憩時間を除く）を記入してください。

Ｌ　本報告における賃金計算期間で実際に従事した労働時間を記入してください。

Ｍ　本報告における賃金計算期間で実際に従事した労働時間のうち、割増賃金が生じる労働時間があれば記入してください。

Ｎ　本報告における賃金計算期間で本業務に従事した労働時間を記入してください。

Ｏ　本報告における賃金計算期間で本業務に従事した労働時間のうち、割増賃金が生じる労働時間があれば記入してください。

Ｐ　時間給制の場合は基本時給額、日給制の場合は基本日給額、月給制の場合は基本月給額を記入してください。

Ｑ　毎月きまって支給される基本的な賃金に限られ、最低賃金制度の所定内給与に区分される手当の合計額を記入してください。

Ｒ　本業務に従事したときのみに支給される基準内手当がある場合に記入してください。

Ｓ　基準内手当以外の合計額を記入してください。具体的には次に掲げる手当です。 　　 　　 　　 　　 　　 

　　①精皆勤手当、通勤手当、家族手当　　　②臨時に支払われる手当（結婚手当など）　　　③所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金（時間外割増金など）　

　　④所定労働日以外の労働に対して支払われる賃金（休日割増賃金など）

　　⑤午後１０時から午前５時までの間の労働に対して支払われる賃金のうち、通常の労働時間の賃金の計算額を超える部分（深夜割増賃金など）

Ｔ　Sの基準外手当のうち、本業務に支給される基準外手当がある場合に記入してください。

Ｕ　賞与などの臨時の給与に当たる金額を１か月当たりの金額に換算（例600,000円/年÷12月＝50,000円）記入してください。

Ｖ　１．月給制　

　　　　毎月きまって支給される基準内手当のみの場合　Ｖ＝（Ｐ＋Ｑ）×１２月÷Ｊ

　　　　毎月きまって支給される基準内手当のほか本業務に従事した時のみに支給される基準内手当がある場合　Ｖ＝（Ｐ＋Ｑ）×１２月÷Ｊ＋Ｒ÷（Ｎ－Ｏ）

　　２．日給制

　　　　毎月きまって支給される基準内手当のみの場合　Ｖ＝Ｐ÷Ｋ＋Ｑ×１２月÷Ｊ

　　　　毎月きまって支給される基準内手当のほか本業務に従事した時のみに支給される基準内手当がある場合　Ｖ＝Ｐ÷Ｋ＋Ｑ×１２月÷Ｊ＋Ｒ÷（Ｎ－Ｏ）

　　３．時給制

　　　　毎月きまって支給される基準内手当のみの場合　Ｖ＝Ｐ＋Ｑ×１２月÷Ｊ

　　　　毎月きまって支給される基準内手当のほか本業務に従事した時のみに支給される基準内手当がある場合　Ｖ＝Ｐ＋Ｑ×１２月÷Ｊ＋Ｒ÷（Ｎ－Ｏ）

Ｗ　Ｖの値がＥの値以上であれば「〇」、未満であれば「×」が自動で表示されます。作成上の参考にしてください。この列は印刷されません。



　　労働者支払賃金報告書（指定管理者用） （様式８）

提出日　　　　年

　　　　月　　日 E-mail

うち割増
賃金対象
労働時間

うち割増
賃金対象
労働時間

うち本業
務の基準
外手当額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ Ｖ

甲木　乙太 当初 施設の維持管理事務員 998 月給 245 20 10 1,960.0 8.0 170.0 10.0 80.0 0.0 200,000 80,000 0 21,428 0 50,000 1,714

例①　月給制　毎月きまって支給される基準内手当のみの場合　Ｖ＝（Ｐ＋Ｑ）×１２月÷Ｊ

⇒　（200,000＋80,000）×１２月÷1,960＝1,714（小数点以下切捨て）

丙村　丁男 当初 保育士 1,065 日給 250 21 11 2,000.0 8.0 168.0 0.0 88.0 0.0 8,000 40,000 0 20,000 0 0 1,240

例②　日給制　毎月きまって支給される基準内手当のみの場合　Ｖ＝Ｐ÷Ｋ＋Ｑ×１２月÷Ｊ

⇒　8,000÷8.0＋40,000×１２月÷2,000＝1,240（小数点以下切捨て）

Ａ 当初 清掃作業員 919 時給 250 22 16 1,500.0 6.0 132.0 0.0 96.0 0.0 850 10,000 0 6,600 0 0 930

例③　時給制　毎月きまって支給される基準内手当のみの場合　Ｖ＝Ｐ＋Ｑ×１２月÷Ｊ

⇒　850＋10,000×１２月÷1,500＝930（小数点以下切捨て）

春木　夏太 当初 設備の運転管理 1,570 月給 257 22 14 2,056.0 8.0 186.0 10.0 122.0 10.0 250,000 20,000 30,000 21,887 21,887 30,000 1,843

例④　月給制　毎月きまって支給される基準内手当のほか本業務に従事した時のみに支給される基準内手当がある場合　Ｖ＝（Ｐ＋Ｑ）×１２月÷Ｊ＋Ｒ÷（Ｎ－Ｏ）

⇒　（250,000＋20,000）×１２月÷2,056＋30,000÷（122－10）＝1,843（小数点以下切捨て）

秋村　冬男 当初 トレーナー 998 日給 257 21 7 2,056.0 8.0 168.0 0.0 56.0 0.0 12,000 10,500 10,500 0 0 0 1,748

例⑤　日給制　毎月きまって支給される基準内手当のほか本業務に従事した時のみに支給される基準内手当がある場合　Ｖ＝Ｐ÷Ｋ＋Ｑ×１２月÷Ｊ＋Ｒ÷（Ｎ－Ｏ）

⇒　12,000÷8.0＋10,500×１２月÷2,056＋10,500÷（56－0）＝1,748（小数点以下切捨て）

B 当初 用務員 919 時給 192 16 8 1,536.0 8.0 128.0 0.0 64.0 0.0 900 1,000 2,000 0 0 0 939

例⑥　時給制　毎月きまって支給される基準内手当のほか本業務に従事した時のみに支給される基準内手当がある場合　Ｖ＝Ｐ＋Ｑ×１２月÷Ｊ＋Ｒ÷（Ｎ－Ｏ）

⇒　900＋1,000×１２月÷1,536＋2,000÷（64-0）＝939（小数点以下切捨て）

FAX番号
所在地又は住所
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労 働 者 氏 名
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賃金支払日 　　　　年　　月　　日支払
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月きまっ
て支給さ
れる基準
内手当額

協定等期間

作成者氏名
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　　　　年　　月　　日から

　　　　年　　月　　日まで

給与
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労働日数 労働時間 賃金等の内訳

支払実績
賃金単価
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提出回数を記入
受注者が市へ報告
書及び確認資料を
提出する日を記入

支払状況を報告
しようとする賃
金支払日を記入

上記賃金支
払日の賃金
計算期間を
記入

受注者の報告書の場合
は元請を○で囲み、下
請の報告書の場合は、
下請次数を記入

報告書は、会社等の単位で作成するこ
とになります。下請負者の場合は、下
請負者の商号又は名称、所在地又は住
所、作成者、連絡先を記入

記入例
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